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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

        ２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．第８３期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自平成17年 
３月21日 

至平成17年 
９月20日 

自平成18年 
３月21日 

至平成18年 
９月20日 

自平成19年 
３月21日 

至平成19年 
９月20日 

自平成17年 
３月21日 

至平成18年 
３月20日 

自平成18年 
３月21日 

至平成19年 
３月20日 

売上高 (千円) 3,209,452 3,402,633 3,959,039 6,954,226 6,926,532 

経常利益 (千円) 555,167 586,345 785,262 1,262,965 1,295,518 

中間（当期）純利益 (千円) 333,975 335,594 462,636 736,221 889,650 

純資産額 (千円) 2,175,852 2,894,959 3,825,191 2,562,165 3,451,423 

総資産額 (千円) 8,054,192 8,330,765 9,703,038 8,732,616 9,324,271 

１株当たり純資産額 (円) 136.33 181.50 239.99 160.59 216.45 

１株当たり中間（当期）純

利益 
(円) 20.92 21.04 29.02 46.13 55.78 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 27.0 34.8 39.4 29.3 37.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) 435,067 348,591 307,797 860,513 615,984 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △1,616 △131,942 △52,289 △123,025 △315,423 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
(千円) △315,993 △205,884 △196,278 △492,242 △391,811 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
(千円) 1,115,176 1,252,664 1,209,491 1,241,037 1,150,931 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
(人) 

223 

(28)

231 

(35)

239 

(37)

228 

(29)

236 

(35)



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第８３期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自平成17年 
３月21日 

至平成17年 
９月20日 

自平成18年 
３月21日 

至平成18年 
９月20日 

自平成19年 
３月21日 

至平成19年 
９月20日 

自平成17年 
３月21日 

至平成18年 
３月20日 

自平成18年 
３月21日 

至平成19年 
３月20日 

売上高 (千円) 3,286,301 3,220,460 3,543,487 6,779,354 6,726,139 

経常利益 (千円) 612,305 519,947 624,912 1,231,865 1,233,210 

中間（当期）純利益 (千円) 350,505 295,347 367,712 700,431 852,744 

資本金 (千円) 954,000 954,000 954,000 954,000 954,000 

発行済株式総数 (千株) 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 

純資産額 (千円) 2,135,175 2,753,049 3,596,039 2,462,446 3,310,998 

総資産額 (千円) 7,964,368 8,161,003 9,436,243 8,568,644 9,140,760 

１株当たり配当額 (円) － － － － 5.0 

自己資本比率 (％) 26.8 33.7 38.1 28.7 36.2 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
(人) 

216 

(28)

224 

(35)

233 

(37)

219 

(29)

230 

(35)



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、関係会社の異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（ ）内に臨時雇用者の当中間連結会計期間の平均人数を外数で記載しており

ます。 

２．全社（共通）として記載している従業員数は、当社の管理部門所属者であります。 

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、（ ）内に臨時雇用者の当中間会計期間の平均人数を外数で記載しております。

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年９月20日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

一般機械事業 203 (37) 

情報機器事業 19 － 

全社（共通） 17 － 

計 239 (37) 

  平成19年９月20日現在

従業員数（人） 233 （37） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

   当中間連結会計期間におけるわが国経済は、緩やかながらプラス成長を持続しており、設備投資も製造業は引き続

き好調に推移しております。 

 工作機械業界におきましては、内需では若干鈍化傾向がみられ前年を下回るものの、重厚長大産業を中心に依然高

水準を持続しております。外需では、アジア、欧州、北米とも好調に推移し、航空機、エネルギー関連、一般機械、

建設機械など多くの分野で拡大基調を続けております。 

 このような情勢の中、当社グループは、一般機械事業における主力の横中ぐりフライス盤が好調に推移したことに

加え、生産の効率化、コスト削減により、増収増益となりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高３９億５千９百万円（前年同期比１６．４％増）、営業利益８億

３千６百万円（同３０．６％増）、経常利益７億８千５百万円（同３３．９％増）、中間純利益４億６千２百万円

（同３７．９％増）となりました。 

  

   事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  ［一般機械事業］ 

主力の横中ぐりフライス盤が、国内では一般機械、建設機械、造船向けに、また、輸出でも北米向けを中心に好

調に推移し、売上高は３７億３千９百万円（前年同期比１７．６％増）、営業利益は８億７百万円（同２６．８％

増）となりました。 

  ［情報機器事業］ 

売上高は２億１千９百万円（前年同期比１．０％減)と若干減収となりましたが、営業利益は７千２百万円（同

５．６％増)となりました。 

   所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  ［日本］ 

主力の横中ぐりフライス盤が好調であったため、売上高は２９億９百万円（前年同期比６．６％増）、営業利益

は７億７千６百万円（１６．５％増）となりました。 

  ［米国］ 

米国は主力の横中ぐりフライス盤がエネルギー関連を中心に好調に推移し、売上高は１０億４千９百万円（前年

同期比５５．７％増）、営業利益は１億２百万円（同１６７．９％増）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の増加があ

りましたが、借入金の返済をすすめたこと、配当金の支払が発生したこと、固定資産を取得したことなどによる資

金の減少により、当中間連結会計期間末の資金残高は１２億９百万円となり、前中間連結会計年度末に比べ４千３

百万円減少いたしました。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、３億７百万円（前年同期比４千万円減）となりまし

た。これは、税金等調整前中間純利益の計上などによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、５千２百万円（前年同期比７千９百万円増）となり

ました。これは、主に有形・無形固定資産の取得による支出によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、１億９千６百万円（前年同期比９百万円増）となり

ました。これは、主に借入金の返済をすすめたことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は製造原価によっており、消費税等抜きで表示しております。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は消費税等抜きで表示しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合については、すべての相手先別販売実績が総販売実績

の１０％未満のため、省略しております。 

２．金額は消費税等抜きで表示しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループは、急激な技術革新と市場環境の変化に伴うユーザーニーズに即応した研究開発を、提出会社の開発

部で実施しております。当中間連結会計期間の研究開発費の総額は４千５百万円であります。 

    事業の種類別セグメント別の内訳は、一般機械事業が２千９百万円、情報機器事業が１千５百万円であります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

一般機械事業 2,240,244 111.9 

情報機器事業 63,576 90.7 

合計 2,303,821 111.2 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 受注残高 

金額（千円） 前年同期比（％） 金額（千円） 前年同期比（％） 

一般機械事業 4,430,585 109.5 7,199,701 117.1 

情報機器事業 174,889 88.9 9,437 30.3 

合計 4,605,475 108.5 7,209,138 116.6 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

一般機械事業 3,739,902 117.6 

情報機器事業 219,136 99.0 

合計 3,959,039 116.4 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設についての重要な変更は、次のとお

りであります。 

    一般機械事業において、当社が前連結会計年度末に長岡工場内に予定しておりました主力製品である横中ぐりフラ

  イス盤の組立工場増設（平成20年３月完工予定）につきましては、予定よりも早く平成19年10月に完工いたしまし 

  た。 

   今年度中の本格稼動に向け努力しておりますが、平成20年３月期において、業績に与える影響は軽微であります。 

  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月29日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 16,000,000 16,000,000 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

各市場第二部 

－ 

計 16,000,000 16,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年3月21日～ 

平成19年9月20日 
 － 16,000,000 －  954,000 －  －  



(5）【大株主の状況】 

  

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

  平成19年９月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

倉敷紡績株式会社 大阪市中央区久太郎町２丁目４－３１ 7,800 48.75 

株式会社第四銀行 

（常任代理人 日本マスタート

ラスト信託銀行株式会社） 

新潟市中央区東堀前通７番町１０７１－１ 

（東京都港区浜松町２丁目１１－３） 
775 4.84 

鶴田 昭彦 横浜市旭区  615 3.84 

みずほ信託銀行株式会社 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都中央区八重洲１丁目２－１ 

（東京都中央区晴海１丁目８－１２ 晴海ア

イランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ

棟） 

436 2.72 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ 408 2.55 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目２７－２ 217 1.36 

株式会社大光銀行 長岡市大手通１丁目５－６ 182 1.13 

住友生命保険相互会社 

（常任代理人 日本トラステ

ィ・サービス信託銀行株式会

社） 

東京都中央区築地７丁目１８－２４ 

（東京都中央区晴海１丁目８－１１） 
174 1.08 

株式会社北越銀行 長岡市大手通２丁目２－14 155 0.96 

倉敷機械従業員持株会 長岡市城岡１丁目２－１ 154 0.96 

計 － 10,917 68.23 

  平成19年９月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式         60,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     15,710,000 15,710 － 

単元未満株式 普通株式        230,000 －  － 

発行済株式総数              16,000,000 － － 

総株主の議決権 － 15,710 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  平成19年９月20日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

倉敷機械株式会社 長岡市城岡1-2-1 60,000 － 60,000 0.38 

計 － 60,000 － 60,000 0.38 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 388 355 346 370 345 317 

最低（円） 292 287 289 325 278 273 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 代表取締役 

 取締役社長 
─── 

 代表取締役 

 取締役社長 

製造本部長兼情報

機器事業部長兼情

報機器営業部長兼

情報機器開発室長 

 藤川明夫 平成19年10月21日

 取締役 

開発本部長兼開発

部長兼情報機器事

業部長兼情報機器

営業部長兼情報機

器開発室長 

 取締役 
製造本部副本部長

兼開発部長 
 吉川保明 平成19年10月21日

 取締役  製造本部長  取締役 
製造本部副本部長

兼製造部長 
 中静 隆 平成19年10月21日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月21日から平成19年９月20日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年３月21日から平成19年９月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）の中間財務諸表にい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年３月21日から平成

19年９月20日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年３月21日から平成19年９月20日まで）の中間

財務諸表について、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,271,963 1,209,491   1,150,931 

２ 受取手形及び売掛
金 

    1,750,448 2,295,617   2,129,406 

３ 棚卸資産     1,368,265 1,416,265   1,617,688 

４ その他      156,951 173,670   196,901 

５ 貸倒引当金     △2,779 △3,996   △4,123 

流動資産合計     4,544,849 54.6 5,091,048 52.5   5,090,804 54.6

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物及び構築物 ※２ 899,986   1,006,050 997,967   

(2) 機械装置及び運
搬具 

※２ 298,549   316,364 315,072   

(3) 土地 ※2,3 2,373,840   2,471,014 2,471,014   

(4) その他   116,612 3,688,987 530,512 4,323,942 171,593 3,955,647 

２ 無形固定資産     17,139 14,207   15,334 

３ 投資その他の資産           

 (1) 繰延税金資産   －   180,226 179,684   

 (2) その他   79,788 79,788 93,614 273,840 82,799 262,484 

固定資産合計     3,785,915 45.4 4,611,990 47.5   4,233,466 45.4

資産合計     8,330,765 100.0 9,703,038 100.0   9,324,271 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

    1,203,194 1,147,922   1,356,554 

２ 設備代支払手形      － 643,513   － 

３ 短期借入金     1,134,680 1,047,580   1,057,480 

４ 未払法人税等     234,626 289,070   295,631 

５ 賞与引当金     115,664 115,432   128,443 

６ 製品保証引当金     47,154 42,160   42,580 

７ 災害損失引当金     10,107 －   － 

８ その他     563,475 627,252   953,216 

流動負債合計     3,308,903 39.7 3,912,931 40.3   3,833,905 41.1

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     1,167,850 953,270   1,060,560 

２ 繰延税金負債     3,359 －   － 

３ 再評価に係る繰延
税金負債 

※３   597,897 597,897   597,897 

４ 退職給付引当金     357,796 413,748   380,485 

固定負債合計     2,126,902 25.5 1,964,915 20.3   2,038,942 21.9

負債合計     5,435,806 65.2 5,877,847 60.6   5,872,848 63.0

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

 １ 資本金     954,000 11.5 954,000 9.8   954,000 10.2

 ２ 利益剰余金     1,134,303 13.6 2,013,941 20.8   1,631,033 17.5

 ３ 自己株式     △9,089 △0.1 △12,677 △0.1   △10,526 △0.1

  株主資本合計     2,079,213 25.0 2,955,263 30.5   2,574,506 27.6

Ⅱ 評価・換算差額等           

 １ その他有価証券評
価差額金 

    4,914 0.1 6,110 0.0   6,902 0.1

 ２ 土地再評価 
      差額金 

※３   817,430 9.8 874,755 9.0   874,755 9.4

 ３ 為替換算調整勘定     △6,598 △0.1 △10,938 △0.1   △4,742 △0.1

  評価・換算差額等合
計 

    815,745 9.8 869,927 8.9   876,916 9.4

純資産合計     2,894,959 34.8 3,825,191 39.4   3,451,423 37.0

負債純資産合計     8,330,765 100.0 9,703,038 100.0   9,324,271 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,402,633 100.0 3,959,039 100.0   6,926,532 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,250,971 66.2 2,586,330 65.3   4,504,182 65.0

売上総利益     1,151,661 33.8 1,372,708 34.7   2,422,350 35.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   510,777 15.0 535,956 13.6   1,027,664 14.9

営業利益     640,884 18.8 836,752 21.1   1,394,685 20.1

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息及び配当
金 

  423   1,389 1,212   

２ 固定資産売却益   －   836 －   

３ 貸倒引当金戻入額   487   － －   

４ 為替差益   4,363   － 5,490   

５ 受取保険金    －   － 2,024   

５ その他   3,909 9,183 0.3 3,968 6,194 0.2 7,116 15,843 0.2

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   26,078   20,799 51,661   

２ 退職給付会計基準
変更時差異償却額 

  22,961   22,961 45,923   

３ 固定資産処分損   －   7,087 －   

４ その他   14,682 63,722 1.9 6,835 57,683 1.5 17,426 115,011 1.6

経常利益     586,345 17.2 785,262 19.8   1,295,518 18.7

 Ⅵ 特別利益           

災害損失引当金戻
入額  

  － － － － － － 7,427 7,427 0.1

Ⅶ 特別損失           

固定資産撤去損   － － － － － － 54,379 54,379 0.8 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    586,345 17.2 785,262 19.8   1,248,566 18.0

法人税、住民税及
び事業税 

※２ 250,750   322,626 499,358   

法人税等追徴額   －   
－ 

79,464   

法人税等調整額 ※２ － 250,750 7.3
－ 

322,626 8.1 △219,906 358,915 5.2

中間（当期）純利
益 

    335,594 9.9 462,636 11.7   889,650 12.8

          



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日） 

 
株主資本 

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月20日 残高（千円） 954,000 798,708 △7,595 1,745,113 

中間連結会計期間中の変動額        

中間純利益   335,594   335,594 

自己株式の取得     △1,494 △1,494 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
      － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ 335,594 △1,494 334,099 

平成18年９月20日 残高（千円） 954,000 1,134,303 △9,089 2,079,213 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月20日 残高（千円） 8,164 817,430 △8,542 817,052 2,562,165 

中間連結会計期間中の変動額          

中間純利益       － 335,594 

自己株式の取得       － △1,494 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△3,249   1,943 △1,306 △1,306 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△3,249 － 1,943 △1,306 332,793 

平成18年９月20日 残高（千円） 4,914 817,430 △6,598 815,745 2,894,959 



当中間連結会計期間（自平成19年３月21日 至平成19年９月20日） 

 
株主資本 

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月20日 残高（千円） 954,000 1,631,033 △10,526 2,574,506 

中間連結会計期間中の変動額        

  剰余金の配当   △79,728   △79,728 

中間純利益   462,636   462,636 

自己株式の取得     △2,150 △2,150 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
      － 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ 382,907 △2,150 380,757 

平成19年９月20日 残高（千円） 954,000 2,013,941 △12,677 2,955,263 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定 
評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月20日 残高（千円） 6,902 874,755 △4,742 876,916 3,451,423 

中間連結会計期間中の変動額          

  剰余金の配当       － △79,728 

中間純利益       － 462,636 

自己株式の取得       － △2,150 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
△792   △6,196 △6,988 △6,988 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△792 － △6,196 △6,988 373,768 

平成19年９月20日 残高（千円） 6,110 874,755 △10,938 869,927 3,825,191 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年３月21日 至平成19年３月20日） 

 
株主資本 

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月20日 残高（千円） 954,000 798,708 △7,595 1,745,113 

連結会計年度中の変動額        

当期純利益   889,650   889,650 

自己株式の取得     △2,931 △2,931 

 評価差額取崩しによる利益剰余 

 金減少額 
  △57,325   △57,325 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
        

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
－ 832,324 △2,931 829,393 

平成19年３月20日 残高（千円） 954,000 1,631,033 △10,526 2,574,506 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

土地再評価差額金 為替換算調整勘定
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月20日 残高（千円） 8,164 817,430 △8,542 817,052 2,562,165 

連結会計年度中の変動額          

当期純利益         889,650 

自己株式の取得         △2,931 

評価差額取崩しによる利益剰余 

金減少額 
  57,325   57,325 － 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△1,261   3,799 2,538 2,538 

連結会計年度中の変動額合計 

（千円） 
△1,261 57,325 3,799 59,863 889,257 

平成19年３月20日 残高（千円） 6,902 874,755 △4,742 876,916 3,451,423 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

税金等調整前中間（当期）純
利益 

  586,345 785,262 1,248,566 

減価償却費   55,553 84,026 105,159 

退職給付引当金の増減額（△
＝減） 

  6,469 33,262 29,158 

貸倒引当金の増減額（△＝
減） 

  △420 △127 924 

災害損失引当金の増減額（△
＝減） 

  △3,230 － △13,337 

受取利息及び受取配当金   △423 △1,389 △1,212 

支払利息   26,078 20,799 51,661 

有形固定資産売却益   － △836 △171 

有形固定資産廃棄損   5,922 6,128 50,177 

売上債権の増減額（△＝増）   484,394 △179,099 107,973 

棚卸資産の増減額（△＝増）   △22,900 200,537 △273,276 

仕入債務の増減額（△＝減）   △294,317 △179,889 △96,100 

その他（純額）   11,479 △140,059 217,625 

小計   854,952 628,615 1,427,147 

利息及び配当金の受取額   423 1,389 1,212 

利息の支払額   △23,602 △17,867 △49,662 

法人税等の支払額   △483,182 △304,339 △762,713 

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  348,591 307,797 615,984 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度の要約連結キ
ャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

定期預金の預入による支出   △3 － △9 

定期預金の払戻による収入   11,099 － 30,404 

有形・無形固定資産の取得に
よる支出 

  △143,038 △55,389 △346,018 

有形固定資産の売却による収
入 

  － 6,700 199 

その他(純額）   － △3,600 － 

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △131,942 △52,289 △315,423 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

        

短期借入金の純増減額（△＝
減） 

  △50,000 － △100,000 

長期借入れによる収入   － － 400,000 

長期借入金の返済による支出   △154,390 △117,190 △688,880 

自己株式の取得による支出    △1,494 △2,150 △2,931 

配当金の支払額   － △76,937 － 

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー 

  △205,884 △196,278 △391,811 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算
差額 

  862 △669 1,144 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（△＝減） 

  11,626 58,560 △90,106 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,241,037 1,150,931 1,241,037 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

※ 1,252,664 1,209,491 1,150,931 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社 1社 クラキアメリ

カコーポレーション 

非連結子会社 1社 上海倉機商

貿有限公司 

(連結の範囲から除いた理由） 

上記の非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、中間純損

益(持分に見合う額）及び利益剰

余金(持分に見合う額）等は、い

ずれも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであり

ます。 

同左 連結子会社 1社 クラキアメリカ

コーポレーション 

非連結子会社 1社 上海倉機商貿

有限公司 

(連結の範囲から除いた理由） 

上記の非連結子会社は、小規模で

あり、総資産、売上高、当期純損

益(持分に見合う額）及び利益剰余

金(持分に見合う額）等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の非連結子会社及び関

連会社はありません。 

また、持分法を適用していない非

連結子会社（上海倉機商貿有限公

司）は、中間純損益(持分に見合

う額）及び利益剰余金(持分に見

合う額）等からみて、中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、持分法の適用から除外

しております。 

同左 持分法適用の非連結子会社及び関

連会社はありません。 

また、持分法を適用していない非

連結子会社（上海倉機商貿有限公

司）は、当期純損益(持分に見合う

額）及び利益剰余金(持分に見合う

額）等からみて、連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないた

め、持分法の適用から除外してお

ります。 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

連結子会社の中間決算日は８月末

日であり、同日で終了する中間会

計期間の財務諸表を基礎として中

間連結財務諸表を作成しておりま

す。 

なお、同社の中間決算日後中間連

結決算日までの間に発生した重要

な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

同左 連結子会社の決算日は２月末日で

あり、同日で終了する事業年度の

財務諸表を基礎として連結財務諸

表を作成しております。 

なお、同社の決算日後連結決算日

までの間に発生した重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

ａ．有価証券 

その他の有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

ａ．有価証券 

その他の有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

ａ．有価証券 

その他の有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

移動平均法に基づく原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ｂ．デリバティブ 

時価法 

ｂ．デリバティブ 

同左 

ｂ．デリバティブ 

同左 

  ｃ．棚卸資産 

原材料 

移動平均法に基づく原価

法 

ｃ．棚卸資産 

同左 

ｃ．棚卸資産 

同左 

  製品・仕掛品 

個別法に基づく原価法 

    

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

ａ．有形固定資産 

定額法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

ａ．有形固定資産 

定率法（ただし、建物（建

物附属設備を除く）は定額

法） 

海外連結子会社は定額法に

よっております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

ａ．有形固定資産 

    定額法 

  なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

  建物及び構築物   7～38年 

  機械装置及び運搬具 10年 

なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

  建物及び構築物   7～38年 

  機械装置及び運搬具 4～10年 

なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

  建物及び構築物   7～38年 

  機械装置及び運搬具 10年 

  ｂ．無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウ

ェアは社内における利用可

能期間（５年）に基づく定

額法、販売目的のものは３

年間の見込販売数量に基づ

く償却額（残存有効期間均

等配分額以上）を計上する

方法によっております。 

ｂ．無形固定資産 

同左 

  

  

ｂ．無形固定資産 

同左 

  

  (3）重要な引当金の計上基準 

ａ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

ａ．貸倒引当金 

同左 

(3)重要な引当金の計上基準 

ａ．貸倒引当金 

同左 

  ｂ．賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づ

き、当中間連結会計期間負

担額を計上しております。 

ｂ．賞与引当金 

同左 

ｂ．賞与引当金 

 従業員賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づ

き、当連結会計年度負担額

を計上しております。 

  ｃ．製品保証引当金 

 製品納入後の保証期間にお

けるアフターサービス費等

に備えるため、過年度の実

績を勘案した発生見積額を

計上しております。 

ｃ．製品保証引当金 

同左 

ｃ．製品保証引当金 

同左 

  ｄ．災害損失引当金 

  震災により損傷した固定資

産の原状回復費用等に充て

るため、損失負担見込額を

計上しております。 

ｄ．  ─────── ｄ．  ─────── 

  ｅ．退職給付引当金 

従業員退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間において

発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

459,237千円については、

10年による按分額を費用処

理しております。 

ｅ．退職給付引当金 

同左 

ｅ．退職給付引当金 

 従業員退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

 なお、会計基準変更時差異

459,237千円については、10

年による按分額を費用処理

しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

  (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 

ａ．ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

 なお、為替予約については

振当処理の要件を満たして

いる場合は振当処理を、金

利スワップについては特例

処理の要件を満たしている

場合は特例処理を採用して

おります。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

ａ．ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

ａ．ヘッジ会計の方法 

同左 

  ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約 

金利スワップ 

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建金銭債権・債務 

  借入金 

  

  

  

  

  

  

  ｃ．ヘッジ方針 

 社内管理規程に基づき、為

替相場や金利の市場変動に

よるリスクを回避するため

にデリバティブ取引を利用

しており、投機的なものは

ありません。 

ｃ．ヘッジ方針 

同左 

ｃ．ヘッジ方針 

同左 

  ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象

に関する重要な条件が同一

であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相

場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動を完全に相殺する

ものと想定することができ

るため、ヘッジ有効性の判

定は省略しております。 

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  （6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜き方式

によっております。 

（6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

    消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３カ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

該当する固定資産がないため、損益に与

える影響はありません。  

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

該当する固定資産がないため、損益に与

える影響はありません。  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は、2,894,959千円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、

改正後の中間連結財務諸表規則により作

成しております。 

─────    （貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

当連結会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は、3,451,423千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計期間における連結貸借対照表

の純資産の部については、改正後の連結

財務諸表規則により作成しております。 

─────      （重要な減価償却資産の減価償却方法） 

建物（建物附属設備を除く）を除く有形固

定資産の減価償却方法については、従来は

旧定額法を採用しておりましたが,当中間

連結会計期間より平成19年３月31日までの

取得分については旧定率法を、平成19年４

月１日以降の取得分については、新定率法

によっております。 

この変更は、当社グループの主力製品であ

る工作機械の需要増により生産高の増加が

顕著となり稼働率が高まっていることか

ら、費用の期間配分の適正化を図ること及

び法人税法等の改正(所得税法等の一部を

改正する法律 平成19年３月30日 法律第

６号）及び（法人税法施行令の一部を改正

する法令 平成19年３月30日 政令第83

号））に伴うものであります。 

─────   

  

  

また、建物（建物附属設備を除く）の減価

償却方法については、従来は旧定額法を採

用しておりましたが、平成19年４月１日以

降の取得分については、法人税法等の改正

（同上）に伴い、新定額法に変更しており

ます。 

なお、これらの変更により、営業利益、経

常利益、税金等調整前中間純利益及び中間

純利益に与える影響は軽微であります。 

また、これらの変更により、セグメントに

与える影響も軽微であります。 

  

  



表示方法の変更  

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

─────    (中間連結貸借対照表） 

 「設備代支払手形」は、前中間連結会計期間末は、「支払手形」

に含めて表示しておりましたが,当中間連結会計期間末において資

産の総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

  なお前中間連結会計期間末の「設備代支払手形」の金額は64,993

千円であります。 

   (中間連結損益計算書） 

1.「固定資産処分損」は、前中間連結会計期間までは、「その他」に

 含めて表示しておりましたが,当中間連結会計期間において営業外   

 費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

   なお、前中間会計期間における「固定資産処分損」の金額は5,307千

 円であります。 

2.前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「貸倒引当金戻入 

 額」（当中間連結会計期間は107千円）は重要性が乏しくなったた  

 め、営業外収益の「その他」に含めております。 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月20日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

         4,724,619千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                  4,699,567千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

           4,711,560千円 

※２ 担保資産 

(1）次の資産を短期借入金883,000千円及

び長期借入金（１年以内返済予定分

を含む。）904,530千円の担保として

財団抵当に供しております。 

※２ 担保資産 

(1）次の資産を短期借入金 193,000千円

及び長期借入金（１年以内返済予定

分を含む。）682,850千円の担保とし

て財団抵当に供しております。 

※２ 担保資産 

(1）次の資産を短期借入金 833,000千円

及び長期借入金（１年以内返済予定

分を含む。)785,040千円の担保とし

て財団抵当に供しております。 

建物及び構築物   879,902千円

機械装置  288,929千円

土地 2,232,580千円

合計 3,401,411千円

建物及び構築物    973,592千円

機械装置    304,149千円

土地  2,232,580千円

合計  3,510,321千円

建物及び構築物  978,948千円

機械装置    305,060千円

土地  2,232,580千円

合計  3,516,588千円

(2）次の資産を長期借入金（１年以内返

済予定分を含む。）115,000千円の担

保に供しております。 

(2）次の資産を長期借入金（１年以内返

済予定分を含む。）85,000千円の担

保に供しております。 

(2）次の資産を長期借入金（１年以内返

済予定分を含む。)100,000千円の担

保に供しております。 

建物  11,529千円

土地  141,260千円

合計   152,789千円

建物     9,739千円

土地 141,260千円

合計 150,999千円

建物     11,014千円

土地    141,260千円

合計    152,274千円

※３ 土地の再評価に関する事項 

 提出会社は、土地の再評価に関する法

律（平成10年３月31日公布法律第34

号）に基づき事業用の土地の再評価を

行い、再評価差額金を純資産の部に計

上しております。 

※３ 土地の再評価に関する事項 

同左 

※３ 土地の再評価に関する事項 

同左 

（再評価の方法）  

土地の再評価に関する法律施行令（平

成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第２項に定める近隣の国土利用計

画法施行令（昭和49年政令第387号）

第７条第１項第１号イに規定する基準

地について同令第９条第１項の規定に

より判定された標準価格に、時点修正

による補正等合理的な調整を行って算

出しております。  

  

  

  

  

（再評価を行った年月日） 

平成13年３月20日 

  

  

  

  

    (再評価を行った事業用土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額との差

額）              △1,154,311千円 

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月20日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月20日） 

 ４ 係争事件 

当社は、平成17年10月に、日本国内の当

社代理店１社とともに、ドイツ国内にお

ける当社製品の販売代理権を有する

Gebr.Hoffmann Werkzeugmaschinen GmbH

(以下ホフマン社といいます。）より、

当社及び当該国内代理店が当社製品を不

当に供給しなかったことにより損害を被

ったとして、国際商業会議所仲裁裁判所

において、損害賠償請求（請求額420千

ユーロ（約63百万円））に係る仲裁手続

きを提起されております。 

本件につきましては、当社は反対請求と

して、ホフマン社に対して、同社の代理

店契約の不履行により損害を被ったとし

て損害賠償請求(約137百万円）を行って

います。 

現在のところ仲裁手続きが進行中です

が、最終的な仲裁判断が何時になるかに

ついては、未定であります。 

 ４ 係争事件 

当社は、平成17年10月に、日本国内の当

社代理店１社とともに、ドイツ国内にお

ける当社製品の販売代理権を有する

HOMA Werkseigmaschinen GmbH)(旧社名

Gebr.Hoffmann Werkzeugmaschinen GmbH

(以下ホーマ社（旧ホフマン社）といい

ます。）より、当社及び当該国内代理店

が当社製品を不当に供給しなかったこと

により損害を被ったとして、国際商業会

議所仲裁裁判所において、損害賠償請求

（請求額420千ユーロ（約68百万円））

に係る仲裁手続きを提起されておりま

す。 

本件につきましては、当社は反対請求と

して、ホーマ社（旧ホフマン社）に対し

て、同社の代理店契約の不履行により損

害を被ったとして損害賠償請求（約137

百万円）を行っています。 

現在のところ仲裁手続きが進行中です

が、最終的な仲裁裁判が何時になるのか

については、未定です。 

 ４ 係争事件 

当社は、平成17年10月に、日本国内の当

社代理店１社とともに、ドイツ国内にお

ける当社製品の販売代理権を有する

HOMA Werkseigmaschinen GmbH)(旧社名

Gebr.Hoffmann Werkzeugmaschinen GmbH

(以下ホーマ社（旧ホフマン社）といい

ます。）より、当社及び当該国内代理店

が当社製品を不当に供給しなかったこと

により損害を被ったとして、国際商業会

議所仲裁裁判所において、損害賠償請求

（請求額420千ユーロ（約66百万円））

に係る仲裁手続きを提起されておりま

す。 

本件につきましては、当社は反対請求と

して、ホーマ社（旧ホフマン社）に対し

て、同社の代理店契約の不履行により損

害を被ったとして損害賠償請求（約137

百万円）を行っています。 

現在のところ仲裁手続きが進行中です

が、最終的な仲裁裁判が何時になるのか

については、未定です。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

※１ 販売費及び一般管理費に属する費用の

うち、主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費に属する費用の

うち、主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費に属する費用の

うち、主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

給与手当・賞与  182,712千円 

退職給付費用 15,417千円 

賃借料  20,159千円 

研究開発費 43,318千円 

減価償却費 3,824千円 

販売手数料    54,395千円 

給与手当・賞与    177,003千円 

退職給付費用    19,899千円 

賃借料     24,265千円 

研究開発費    45,096千円 

減価償却費    7,091千円 

給与手当・賞与  366,256千円  

退職給付費用 30,337千円  

賃借料  40,113千円  

研究開発費 81,021千円  

減価償却費   7,712千円  

※２ 法人税等の表示方法 

中間連結会計期間における税金費用に

ついては、簡便法により計算している

ため、法人税等調整額は「法人税、住

民税及び事業税」に含めて表示してお

ります。 

※２ 法人税等の表示方法 

     同左 

※２     ───── 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注）普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当する事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

    該当する事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注）普通株式の自己株式の株式数の増加６千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当する事項はありません。 

  

３.配当に関する事項 

  (1)配当支払額 

  (2)基準日が当連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

     該当する事項はありません。 

  

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 16,000 － － 16,000 

合計 16,000 － － 16,000 

自己株式        

普通株式 (注） 45 4 － 49 

合計 45 4 － 49 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 16,000 － － 16,000 

合計 16,000 － － 16,000 

自己株式        

普通株式 (注） 54 6 － 60 

合計 54 6 － 60 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月15日 

定時株主総会 
普通株式 79,728 5 平成19年３月20日 平成19年６月18日 



前連結会計年度（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注）普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当する事項はありません。 

  

３.配当に関する事項 

  (1)配当支払額 

     該当する事項はありません。 

  

  (2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 16,000 － － 16,000 

合計 16,000 － － 16,000 

自己株式        

普通株式 (注） 45 8 － 54 

合計 45 8 － 54 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月15日 

定時株主総会 
普通株式 79,728  利益剰余金 5 平成19年３月20日 平成19年６月18日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成18年９月20日現在） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成19年９月20日現在） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

（平成19年３月20日現在） 

現金及び預金    1,271,963千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
  △19,299千円

現金及び現金同等物    1,252,664千円

現金及び預金    1,209,491千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
        －千円

現金及び現金同等物    1,209,491千円

現金及び預金    1,150,931千円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金 
        －千円

現金及び現金同等物   1,150,931千円

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

科目 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

95,419 55,460 39,959 

その他 25,847 18,638 7,208 

合計 121,266 74,099 47,167 

科目 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

87,802 55,965 31,837

その他 15,052 9,927 5,125

合計 102,855 65,892 36,963

科目 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械装置及び
運搬具 

93,652 60,650 33,002

その他 26,296 19,753 6,543

合計 119,949 80,404 39,545

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内       18,521千円

１年超       28,646千円

合計       47,167千円

１年内          17,813千円

１年超         19,149千円

合計         36,963千円

１年内          17,059千円

１年超          22,486千円

合計         39,545千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料       11,482千円

減価償却費相当額       11,482千円

支払リース料        8,978千円

減価償却費相当額        8,978千円

支払リース料         19,100千円

減価償却費相当額         19,100千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月20日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式                       5,150千円 

当中間連結会計期間末（平成19年９月20日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式                       5,069千円 

前連結会計年度末（平成19年３月20日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式               5,150千円 

（デリバティブ取引関係） 

  前中間連結会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

３月21日 至 平成19年９月20日）及び前連結会計年度（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日） 

当社グループのデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用していますので、記載を省略しております。 

種類 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 12,467 20,740 8,273 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 12,467 20,740 8,273 

種類 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

株式 12,467 22,754 10,287 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 12,467 22,754 10,287 

種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 12,467 24,088 11,620 

債券 － － － 

その他 － － 
  

－ 

合計 12,467 24,088 11,620 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日） 

  

前連結会計年度（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。 

    ２．各事業区分に属する主要製品 

     (1) 一般機械事業……横中ぐりフライス盤、複合フライス盤、ガンドリルマシン、内径精密加工専用機、ノッ

チングマシン 

     (2) 情報機器事業……金型・一般機械用ＣＡＤ／ＣＡＭ、ＮＣ切削シミュレーション 

    ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、次のとおりであります。 

  
一般機械事業 
（千円） 

情報機器事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 3,181,175 221,458 3,402,633 － 3,402,633 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 3,181,175 221,458 3,402,633 － 3,402,633 

営業費用 2,544,781 153,242 2,698,023 63,725 2,761,749 

営業利益 636,393 68,216 704,609 (63,725) 640,884 

  
一般機械事業 
（千円） 

情報機器事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 3,739,902 219,136 3,959,039 － 3,959,039 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 3,739,902 219,136 3,959,039 － 3,959,039 

営業費用 2,932,760 147,129 3,079,889 42,397 3,122,286 

営業利益 807,142 72,007 879,149 (42,397) 836,752 

  
一般機械事業 
（千円） 

情報機器事業 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 6,530,387 396,145 6,926,532 － 6,926,532 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 6,530,387 396,145 6,926,532 － 6,926,532 

営業費用 5,051,334 289,073 5,340,408 191,438 5,531,846 

営業利益 1,479,052 107,071 1,586,124 (191,438) 1,394,685 

前中間連結会計期間 
（千円） 

当中間連結会計期間 
（千円） 

前連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

93,306 105,735 184,813 親会社の管理部門に係る費用であります。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日） 

（注）営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、次のとおりであります。 

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 2,728,652 673,980 3,402,633 － 3,402,633 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
491,807 1,613 493,421 (493,421) － 

計 3,220,460 675,594 3,896,054 (493,421) 3,402,633 

営業費用 2,554,093 637,352 3,191,445 (429,696) 2,761,749 

営業利益 666,367 38,242 704,609 (63,725) 640,884 

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 2,909,472 1,049,566 3,959,039 － 3,959,039 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
634,014 759 634,773 (634,773) － 

計 3,543,487 1,050,325 4,593,813 (634,773) 3,959,039 

営業費用 2,766,799 947,863 3,714,663 (592,376) 3,122,286 

営業利益 776,687 102,462 879,149 (42,397) 836,752 

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 5,753,262 1,173,270 6,926,532 － 6,926,532 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
972,876 5,335 978,212 (978,212) － 

計 6,726,139 1,178,605 7,904,744 (978,212) 6,926,532 

営業費用 5,214,720 1,103,899 6,318,620 (786,773) 5,531,846 

営業利益 1,511,418 74,705 1,586,124 (191,438) 1,394,685 

前中間連結会計期間 
（千円） 

当中間連結会計期間 
（千円） 

前連結会計年度 
（千円） 

主な内容 

93,306 105,735 184,813 親会社の管理部門に係る費用であります。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。 

(1）北米……………………………米国、カナダ  

(2）欧州……………………………イギリス、ロシア、ハンガリー、ドイツ 他 

(3）アジア…………………………中国、韓国、タイ、インドネシア 他 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 （１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 774,222 146,451 696,459 1,825 1,618,957 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 3,402,633 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
22.7 4.3 20.5 0.1 47.6 

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,145,391 4,474 559,185 1,272 1,710,323 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 3,959,039 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
28.9 0.1 14.1 0.1 43.2 

  北米 欧州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,334,510 184,092 1,234,396 41,162 2,794,161 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － － 6,926,532 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
19.2 2.7 17.8 0.6 40.3 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

１株当たり純資産額  181.50円

１株当たり中間純利益  21.04円

１株当たり純資産額    239.99円

１株当たり中間純利益     29.02円

１株当たり純資産額     216.45円

１株当たり当期純利益     55.78円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日)

前連結会計年度 
(自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日)

中間（当期）純利益（千円） 335,594 462,636 889,650 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円） 
335,594 462,636 889,650 

期中平均株式数（株） 15,952,372 15,942,918 15,949,974 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

────── (多額な資金の借入) ────── 

   当社は、平成19年10月26日開催の取

締役会の決議に基づき平成19年10月31

日に以下の借入を実行いたしました。

  

  (1)主旨及び使途 

  設備資金（新組立工場及び生産設備

   増設資金） 

 (2)借入先の名称及び借入金額  

  日本政策投資銀行  500百万円 

  株式会社第四銀行  150百万円 

  株式会社北越銀行    100百万円 

  株式会社大光銀行  100百万円 

  みずほ信託銀行株式会社 

            80百万円 

  商工組合中央金庫   70百万円 

 (3)利率 

  1.63%/年～1.85%/年（各銀行別に 

   固定金利で設定） 

 (4)返済方法及び返済期間 

  7年間元金均等払い 

 (5)抵当権者及び担保提供資産 

   日本政策投資銀行 

           新潟県長岡市城岡1丁目 

            土地（東駐車場） 

  

  ※株式会社第四銀行  工場財団 

  ※株式会社北越銀行    工場財団 

  ※株式会社大光銀行  工場財団 

  ※みずほ信託銀行株式会社 

             工場財団 

  ※商工組合中央金庫  工場財団、

             寮、社宅 

※上記５行につきましては、従来より

設定しております根抵当権の範囲内で

の借入です。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月20日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金   1,189,561   1,158,141 1,066,341 

２ 受取手形   525,103   348,700 650,551 

３ 売掛金   1,307,665   1,827,881 1,633,187 

４ 棚卸資産   1,203,756   1,319,056 1,386,204 

５ その他 ※３  133,730   156,712 156,398 

６ 貸倒引当金   △3,231   △3,877 △4,520 

流動資産合計     4,356,587 53.4 4,806,615 50.9   4,888,163 53.5

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 ※1,2       

(1) 建物   888,689   978,995 987,317 

(2) 機械及び装置   288,929   304,149 305,060 

(3) 土地 ※４ 2,373,840   2,471,014 2,471,014 

(4) その他   130,699   562,112 186,116 

 計   3,682,157   4,316,271 3,949,509 

２ 無形固定資産   17,139   14,207 15,334 

３ 投資その他の資産   105,119   299,148 287,753 

固定資産合計     3,804,416 46.6 4,629,628 49.1   4,252,597 46.5

資産合計     8,161,003 100.0 9,436,243 100.0   9,140,760 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月20日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形   912,974   851,942 1,051,468 

２ 設備代支払手形   －   643,513 － 

３ 買掛金   289,221   295,028 304,799 

４ 短期借入金   1,134,680   1,047,580 1,057,480 

５ 未払費用   152,474   152,298 162,507 

６ 未払法人税等   229,048   264,079 295,631 

７ 前受金   281,955   364,377 438,224 

８ 賞与引当金   115,664   115,432 128,443 

９ 製品保証引当金   47,154   42,160 42,580 

10 災害損失引当金   10,107   － － 

11 その他 ※３  107,772   98,875 309,686 

流動負債合計     3,281,050 40.2 3,875,288 41.1   3,790,819 41.5

Ⅱ 固定負債         

１ 長期借入金   1,167,850   953,270 1,060,560 

２ 繰延税金負債   3,359   － － 

３ 再評価に係る繰延
税金負債 

※４ 597,897   597,897 597,897 

４ 退職給付引当金   357,796   413,748 380,485 

固定負債合計     2,126,902 26.1 1,964,915 20.8   2,038,942 22.3

負債合計     5,407,953 66.3 5,840,204 61.9   5,829,762 63.8

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

 １ 資本金     954,000 11.7 954,000 10.1   954,000 10.4

 ２ 利益剰余金         

   (1)利益準備金   －   7,972 － 

  (2)その他利益剰余金         

     繰越利益剰余金   985,794   1,765,877 1,485,866 

   利益剰余金合計     985,794 12.0 1,773,850 18.8   1,485,866 16.3

 ３ 自己株式     △9,089 △0.1 △12,677 △0.1   △10,526 △0.1

  株主資本合計     1,930,705 23.6 2,715,172 28.8   2,429,339 26.6

Ⅱ 評価・換算差額等         

 １ その他有価証券評
価差額金 

    4,914 0.1 6,110 0.0   6,902 0.1

 ２ 土地再評価差額金 ※４    817,430 10.0 874,755 9.3   874,755 9.5

評価・換算差額等合
計 

    822,344 10.1 880,866 9.3   881,658 9.6

純資産合計     2,753,049 33.7 3,596,039 38.1   3,310,998 36.2 

負債純資産合計     8,161,003 100.0 9,436,243 100.0   9,140,760 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,220,460 100.0 3,543,487 100.0   6,726,139 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,185,200 67.9 2,399,541 67.7   4,470,482 66.5

売上総利益     1,035,259 32.1 1,143,945 32.3   2,255,656 33.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    462,198 14.3 472,993 13.4   929,051 13.8

営業利益     573,060 17.8 670,951 18.9   1,326,605 19.7

Ⅳ 営業外収益 ※１    10,609 0.3 8,087 0.2   21,616 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   63,722 2.0 54,127 1.5   115,011 1.7

経常利益     519,947 16.1 624,912 17.6   1,233,210 18.3

Ⅵ 特別利益 ※３   － － － －   7,427 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４    － － － －   54,379 0.8

税引前中間 
(当期）純利益 

    519,947 16.1 624,912 17.6   1,186,259 17.6

法人税、住民税及
び事業税 

※６  224,600   257,200 468,800 

法人税等追徴額   －  
－ 

79,464 

法人税等調整額  ※６ － 224,600 6.9
－ 

257,200 7.2 △214,749 333,514 4.9

中間（当期） 
純利益 

    295,347 9.2 367,712 10.4   852,744 12.7

      



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年３月21日 至平成18年９月20日） 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金

自己株式 株主資本合計 その他
利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成18年３月20日 残高（千円） 954,000 690,447 △7,595 1,636,852 

中間会計期間中の変動額       

中間純利益   295,347   295,347 

自己株式の取得     △1,494 △1,494 

株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
      － 

中間会計期間中の変動額合計（千円） － 295,347 △1,494 293,852 

平成18年９月20日 残高（千円） 954,000 985,794 △9,089 1,930,705 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
土地再評価 

差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月20日 残高（千円） 8,164 817,430 825,594 2,462,446 

中間会計期間中の変動額        

中間純利益     － 295,347 

自己株式の取得     － △1,494 

株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
△3,249   △3,249 △3,249 

中間会計期間中の変動額合計(千円） △3,249 － △3,249 290,602 

平成18年９月20日 残高（千円） 4,914 817,430 822,344 2,753,049 



当中間会計期間（自平成19年３月21日 至平成19年９月20日） 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他
利益剰余金 

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成19年３月20日 残高（千円） 954,000 － 1,485,866 1,485,866 △10,526 2,429,339

中間会計期間中の変動額           

  剰余金の配当   7,972 △87,701 △79,728   △79,728 

中間純利益     367,712 367,712   367,712

自己株式の取得       － △2,150 △2,150

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
      －   － 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ 7,972 280,010 287,983 △2,150 285,833

平成19年９月20日 残高（千円） 954,000 7,972 1,765,877 1,773,850 △12,677 2,715,172

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月20日 残高（千円） 6,902 874,755 881,658 3,310,998

中間会計期間中の変動額       

  剰余金の配当     － △79,728 

中間純利益     － 367,712

自己株式の取得     － △2,150

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△792   △792 △792

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
△792 － △792 285,040

平成19年９月20日 残高（千円） 6,110 874,755 880,866 3,596,039



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年３月21日 至平成19年３月20日） 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
その他

利益剰余金 
繰越利益剰余金

平成18年３月20日 残高（千円） 954,000 690,447 △7,595 1,636,852 

事業年度中の変動額       

当期純利益   852,744   852,744 

自己株式の取得     △2,931 △2,931 

評価差額取崩しによる利益剰余金

減少額 
  △57,325   △57,325 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） 
      － 

事業年度中の変動額合計(千円） － 795,419 △2,931 792,487 

平成19年３月20日 残高（千円） 954,000 1,485,866 △10,526 2,429,339 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評

価差額金 
土地再評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月20日 残高（千円） 8,164 817,430 825,594 2,462,446 

事業年度中の変動額       

当期純利益       852,744 

自己株式の取得       △2,931 

評価差額取崩しによる利益剰余金

減少額 
  57,325 57,325 － 

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額） 
△1,261   △1,261 △1,261 

事業年度中の変動額合計（千円） △1,261 57,325 56,063 848,551 

平成19年３月20日 残高（千円） 6,902 874,755 881,658 3,310,998 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

ａ．子会社株式 

移動平均法に基づく原価法 

(1）有価証券 

ａ．子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

ａ．子会社株式 

同左 

  ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法に基づく原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）棚卸資産 

原材料 

移動平均法に基づく原価法 

(3）棚卸資産 

同左 

(3）棚卸資産 

同左 

  製品・仕掛品 

個別法に基づく原価法 

  

  

  

  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定額法 

  

(1）有形固定資産 

    定率法（ただし、建物（建 

       物附属設備を除く）は定額 

       法。） 

(1）有形固定資産 

定額法 

  なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

 同左 

  

 同左 

  

  建物 10～38年

機械装置 10年

    

  (2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アは社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法、

販売目的のものは３年間の見

込販売数量に基づく償却額

（残存有効期間均等配分額以

上）を計上する方法によって

おります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき、当

中間期の負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるた

め、支給見込額に基づき、当

期負担額を計上しておりま

す。 

  (3）製品保証引当金 

 製品納入後の保証期間におけ

るアフターサービス費等に備

えるため、過年度の実績を勘

案した発生見積額を計上して

おります。 

(3）製品保証引当金 

同左 

(3）製品保証引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

  (4) 災害損失引当金 

震災により損傷した固定資産

の原状回復費用等に充てるた

め、損失負担見込額を計上し

ております。  

(4)    ―――― 

      

(4)    ―――― 

  

  (5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において

発生していると認められる額

を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

459,237千円については、10

年による按分額を費用処理し

ております。 

(5）退職給付引当金 

同左 

(5）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

459,237千円については、10年

による按分額を費用処理して

おります。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 なお、為替予約については、

振当処理の要件を満たしてい

る場合は振当処理を、金利ス

ワップについては特例処理の

要件を満たしている場合は特

例処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約 

金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ対象 

外貨建金銭債権・債務 

借入金 

   

  (3）ヘッジ方針 

 社内管理規程に基づき、為替

相場や金利の市場変動による

リスクを回避するためにデリ

バティブ取引を利用してお

り、投機的なものはありませ

ん。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段及びヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、かつ、ヘッジ開始時及び

その後も継続して相場変動又

はキャッシュ・フロー変動を

完全に相殺するものと想定す

ることができるため、ヘッジ

有効性の判定は省略しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜き方式によっており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

該当する固定資産がないため、損益に与

える影響はありません。  

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しております。 

該当する固定資産がないため、損益に与

える影響はありません。  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は、2,753,049千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しており

ます。 

─────    （貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は、3,310,998千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の

部については、改正後の財務諸表等規則

により作成しております。 

  

─────   

  

   （重要な減価償却資産の減価償却方法） 

建物（建物附属設備を除く）を除く有形固

定資産の減価償却方法については、従来は

旧定額法を採用しておりましたが,当中間

会計期間より平成19年３月31日までの取得

分については旧定率法を、平成19年４月１

日以降の取得分については、新定率法によ

っております。 

この変更は、当社の主力製品である工作機

械の需要増により生産高の増加が顕著とな

り稼働率が高まっていることから、費用の

期間配分の適正化を図ること及び法人税法

等の改正(所得税法等の一部を改正する法

律 平成19年３月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する法令 

平成19年３月30日 政令第83号））に伴う

ものであります。 

  

─────   

  

  

また、建物（建物附属設備を除く）の減価

償却方法については、従来は旧定額法を採

用しておりましたが、平成19年４月１日以

降の取得分については、法人税法等の改正

（同上）に伴い、新定額法に変更しており

ます。 

なお、これらの変更により、営業利益、経

常利益、税引前中間純利益及び中間純利益

に与える影響は軽微であります。 

  

  



表示方法の変更 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

─────    (中間貸借対照表） 

 「設備代支払手形」は、前中間会計期間末は、「支払手形」に含

めて表示しておりましたが,当中間会計期間末において資産の総額

の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

  なお前中間会計期間末の「設備代支払手形」の金額は64,993千円

であります。 

前中間会計期間末 

（平成18年９月20日） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月20日） 

前事業年度末 

（平成19年３月20日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 4,704,277千円          4,679,055千円          4,690,272千円 

※２ 担保資産 

(1）次の資産を短期借入金883,000千円

及び長期借入金（１年以内返済予定

分を含む。）904,530千円の担保と

して財団抵当に供しております。 

建物 876,147千円 

機械及び装置 288,929千円 

土地  2,232,580千円  

その他（構築

物） 
3,754千円  

合計 3,401,411千円 

※２ 担保資産 

(1）次の資産を短期借入金 193,000千円

及び長期借入金（１年以内返済予定

分を含む。）682,850千円の担保と

して財団抵当に供しております。 

建物 965,384千円 

機械及び装置 304,149千円 

土地  2,232,580千円  

その他（構築

物） 
8,207千円  

合計 3,510,321千円 

※２ 担保資産 

(1）次の資産を短期借入金833,000千円

及び長期借入金（１年以内返済予定

分を含む。）785,040千円の担保と

して財団抵当に供しております。 

建物 975,355千円 

機械及び装置 305,060千円 

土地  2,232,580千円  

その他（構築

物） 
3,592千円  

合計 3,516,588千円 

      

(2）次の資産を長期借入金（１年以内

返済予定分を含む。）115,000千円

の担保に供しております。 

(2）次の資産を長期借入金（１年以内

返済予定分を含む。）85,000千円の

担保に供しております。 

(2）次の資産を長期借入金（１年以内

返済予定分を含む。）100,000千円

の担保に供しております。 

建物 11,529千円 

土地  141,260千円  

合計  152,789千円  

建物 9,739千円 

土地  141,260千円  

合計  150,999千円  

建物 11,014千円 

土地  141,260千円  

合計  152,274千円  

※３ 消費税等の表示 

仮払消費税等と仮受消費税等を相殺の

うえ流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※３ 消費税等の表示 

同左 

※３         ────── 

  

 



前中間会計期間末 

（平成18年９月20日） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月20日） 

前事業年度末 

（平成19年３月20日） 

※４ 土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律（平成10年

３月31日公布法律第34号）に基づき事

業用の土地の再評価を行い、再評価差

額金を純資産の部に計上しておりま

す。 

※４ 土地の再評価に関する事項 

同左 

※４ 土地の再評価に関する事項 

同左 

（再評価の方法） 

土地の再評価に関する法律施行令（平

成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第２項に定める近隣の国土利用計

画法施行令（昭和49年政令第387号）

第７条第１項第１号イに規定する基準

地について同令第９条第１項の規定に

より判定された標準価格に、時点修正

による補正等合理的な調整を行って算

出しております。 

  

  

  

  

（再評価を行った年月日） 

平成13年３月20日 

  

  

  

  

  

  

  

  

(再評価を行った事業用土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額価との差

額）        △1,154,311千円  

 ５ 係争事件 

当社は、平成17年10月に、日本国内の

当社代理店1社とともに、ドイツ国内

における当社製品の販売代理権を有す

るGebr.Hoffmann Werkzeugmaschinen  

GmbH(以下ホフマン社といいます。）

より、当社及び当該国内代理店が当社

製品を不当に供給しなかったことによ

り損害を被ったとして、国際商業会議

所仲裁裁判所において、損害賠償請求

（請求額420千ユーロ（約63百万

円））に係る仲裁手続きを提起されて

おります。 

本件につきましては、当社は反対請求

として、ホフマン社に対して、同社の

代理店契約の不履行により損害を被っ

たとして損害賠償請求(約137百万円）

を行っています。現在のところ仲裁手

続きが進行中ですが、最終的な仲裁判

断が何時になるかについては、未定で

あります。 

 ５ 係争事件 

 当社は、平成17年10月に、日本国内の

当社代理店1社とともに、ドイツ国内に

おける当社製品の販売代理権を有する

HOMA Werkseigmaschinen GmbH)(旧社名

Gebr.Hoffmann Werkzeugmaschinen GmbH

(以下ホーマ社（旧ホフマン社）といい

ます。）より、当社および当該国内代理

店が当社製品を不当に供給しなかったこ

とにより損害を被ったとして、国際商業

会議所仲裁裁判所において、損害賠償請

求（請求額420千ユーロ（約68百万

円））に係る仲裁手続きを提起されてお

ります。 

本件につきましては、当社は反対請求と

して、ホーマ社（旧ホフマン社）に対し

て、同社の代理店契約の不履行により損

害を被ったとして損害賠償請求（約137

百万円）を行っています。 

    現在のところ仲裁手続きが進行中です 

   が、最終的な仲裁裁判が何時になるの 

   かについては、未定です。 

 ５ 係争事件 

 当社は、平成17年10月に、日本国内の

当社代理店1社とともに、ドイツ国内に

おける当社製品の販売代理権を有する

HOMA Werkseigmaschinen GmbH)(旧社名

Gebr.Hoffmann Werkzeugmaschinen GmbH

(以下ホーマ社（旧ホフマン社）といい

ます。）より、当社および当該国内代理

店が当社製品を不当に供給しなかったこ

とにより損害を被ったとして、国際商業

会議所仲裁裁判所において、損害賠償請

求（請求額420千ユーロ（約66百万

円））に係る仲裁手続きを提起されてお

ります。 

本件につきましては、当社は反対請求と

して、ホーマ社（旧ホフマン社）に対し

て、同社の代理店契約の不履行により損

害を被ったとして損害賠償請求（約137

百万円）を行っています。 

    現在のところ仲裁手続きが進行中です 

   が、最終的な仲裁裁判が何時になるの 

   かについては、未定です。 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年３月21日 至 平成18年９月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自 平成19年３月21日 至 平成19年９月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加６千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加８千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

※１ 営業外収益の主要項目 

    為替差益                6,090千円 

※１ 営業外収益の主要項目 

    受取利息及び配当金      1,389千円 

※１ 営業外収益の主要項目  

為替差益           11,567千円 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息       26,078千円 支払利息         20,799千円 支払利息       51,661千円

※３     ───── 

  

※３     ───── 

  

※３ 特別利益 

災害損失引当金戻入額    7,427千円 

※４     ──────  ※４     ──────  ※４ 特別損失 

固定資産撤去損        54,379千円 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産       53,006千円

無形固定資産    1,798千円

有形固定資産         81,295千円

無形固定資産     1,936千円

有形固定資産        99,944千円

無形固定資産          3,711千円

※６ 法人税等の表示方法 

中間会計期間における税金費用につい

ては、簡便法により計算しているた

め、法人税等調整額は「法人税、住民

税及び事業税」に含めて表示しており

ます。 

※６ 法人税等の表示方法 

同左 

※６     ──────  

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 (注） 45 4 － 49 

合計 45 4 － 49 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 (注） 54 6 － 60 

合計 54 6 － 60 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式 (注） 45 8         － 54 

合計 45 8 － 54 



（リース取引関係） 

（有価証券関係）  

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

科目 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械及び装置 41,462 28,142 13,320 

その他 79,803 45,956 33,847 

合計 121,266 74,099 47,167 

科目 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

機械及び装置 36,967 29,680 7,287

その他 65,888 36,212 29,676

合計 102,855 65,892 36,963

科目 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

機械及び装置 41,389 31,103 10,285

その他 78,560 49,300 29,260

合計 119,949 80,404 39,545

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

（注）      同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内      18,521千円

１年超       28,646千円

合計       47,167千円

１年内         17,813千円

１年超         19,149千円

合計         36,963千円

１年内          17,059千円

１年超           22,486千円

合計          39,545千円

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

（注）      同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定してお

ります。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料       11,482千円

減価償却費相当額       11,482千円

支払リース料         8,978千円

減価償却費相当額        8,978千円

支払リース料         19,100千円

減価償却費相当額         19,100千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成18年３月21日 
至 平成18年９月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年３月21日 
至 平成19年９月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年３月21日 
至 平成19年３月20日） 

  (多額な資金の借入) 

 当社は、平成19年10月26日開催の取

締役会の決議に基づき平成19年10月31

日に以下の借入を実行いたしました。

  

  

  (1)主旨及び使途 

  設備資金（新組立工場及び生産設備

   増設資金） 

  

   (2)借入先の名称及び借入金額  

  日本政策投資銀行  500百万円 

  株式会社第四銀行  150百万円 

  株式会社北越銀行    100百万円 

  株式会社大光銀行  100百万円 

  みずほ信託銀行株式会社 

            80百万円 

  商工組合中央金庫   70百万円 

 (3)利率 

  1.63%/年～1.85%/年（各銀行別に 

   固定金利で設定） 

 (4)返済方法及び返済期間 

  7年間元金均等払い 

 (5)抵当権者及び担保提供資産 

   日本政策投資銀行 

           新潟県長岡市城岡1丁目 

            土地（東駐車場） 

  

  ※株式会社第四銀行  工場財団 

  ※株式会社北越銀行    工場財団 

  ※株式会社大光銀行  工場財団 

  ※みずほ信託銀行株式会社 

             工場財団 

  ※商工組合中央金庫  工場財団、

             寮、社宅 

※上記５行につきましては、従来より

設定しております根抵当権の範囲内で

の借入です。 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第83期）（自 平成18年３月21日 至 平成19年３月20日）平成19年６月15日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１１月２８日

倉敷機械株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西原 健二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山本 操司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている倉

敷機械株式会社の平成１８年３月２１日から平成１９年３月２０日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８

年３月２１日から平成１８年９月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中

間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、倉敷機械株式会社及び連結子会社の平成１８年９月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年３月２１日から平成１８年９月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１１月２８日

倉敷機械株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西原 健二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山本 操司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている倉敷機械株式会社の平成１９年３月２１日から平成２０年３月２０日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１９年３月２１日から平成１９年９月２０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、倉敷機械株式会社及び連結子会社の平成１９年９月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１９年３月２１日から平成１９年９月２０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１１月２８日

倉敷機械株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西原 健二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山本 操司  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている倉

敷機械株式会社の平成１８年３月２１日から平成１９年３月２０日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平成１８

年３月２１日から平成１８年９月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、倉敷機械株式会社の平成１８年９月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

３月２１日から平成１８年９月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１９年１１月２８日

倉敷機械株式会社     

  取締役会 御中     

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西原 健二  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 山本 操司  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている倉敷機械株式会社の平成１９年３月２１日から平成２０年３月２０日までの第８４期事業年度の中間会計期間

（平成１９年３月２１日から平成１９年９月２０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、倉敷機械株式会社の平成１９年９月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年

３月２１日から平成１９年９月２０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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